
         在 宅介 護支 援セ ン タ － きき ょう の 里 運 営 規 程  

 

 （ 事業の目 的）  

第１ 条  社会 福祉 法 人茂 木 福寿 会が 開 設 する き き ょ うの 里 居 宅 支援セ ン タ－（ 以 下

「事 業所」と いう 。 ）行 う指定 居 宅介 護 支 援 の 事業 の 適正 な 運 営を 確 保 する た め に

人員 及び管理 運営 に 関す る事項 を 定め 、 事 業 所 の介 護 支援 専 門 員が 要 介 護状 態 又 は

要支 援状態に ある 高 齢者 （以下 「 要介 護 者 等 」 とい う 。） に 対 し、 適 正 な指 定 居 宅

介護 支援を提 供す る こと を目的 と する 。  

 

 （ 運営の方 針）  

第２ 条  事業 所に お ける 指 定居 宅介 護 支 援の 事 業 は 、次 の 基 本 方針に 従 って行 う も

のと する。  

（１ ）指定居 宅介 護 支援 の 事業 は 、 要 介 護状 態 等に な っ た 場 合 に おいて も 、そ の

利用 者が可能 な限 り その 居宅に お いて 、 そ の 有 する 能 力に 応 じ 自立 し た 日常 生 活 を

営む ことがで きる よ うに 配慮し て 行う 。  

（２ ）指定居 宅介 護 支援 の 事業 は 、 利 用 者の 心 身の 状 況 、 そ の 置 かれて い る環 境

等に 応じて、利用者 の 選 択に基 づ き、適 切 な 保 健 医療 サ － ビ ス 及 び 福祉サ － ビス が、

多様 な事業か ら、 総 合的 かつ効 率 的に 提 供 さ れ るよ う 配慮 し て 行う 。  

（ ３ ）  指 定 居 宅 介 護 支 援 の 提 供 に 当 た っ て は 、 利 用 者 の 意 思 及 び 人 格 を 尊 重 し 、

常に 利用者の 立場 に 立っ て、利 用 者に 提 供 さ れ る指 定 居宅 サ － ビス 等 が 特定 の 種 類

又は 特定の居 宅サ － ビス 事業者 に 不当 に 偏 す る こと の ない よ う 、公 正 中 立に 行 う 。  

（４）事 業の運 営 に 当 た っ ては、関 係 市 町 村 、老 人 福 祉法（ 昭 和 ３ ８ 年 法律 第 １ ３

３号 ）第２０ 条の ７ の２ に規定 す る老 人 介 護 支 援セ ン タ－ 、 他 の指 定 居 宅介 護 支 援

事業 者、介護 保険 施 設等 との連 携 に努 め る 。  

 

 （ 職員の職 種、 員 数及 び職務 内 容）  

第３ 条  事業 所に 勤 務す る 職員 、員 数 及 び職 務 内 容 は次 の と お りとす る 。  

（１ ）管理者       １名  

   管 理 者 は  事 業 所 の 従 業 者 の 管 理 及 び 業 務 の 管 理 を 一 元 的 に 行 う も の と す る 。 

（２ ）介護支 援専 門 員   １名 以 上  

   介護支 援専 門 員は 、 指定 居宅 介 護 支援 の 提 供 に当 た る 。  

 

 （ 営業日及 び営 業 時間 ）  

第４ 条  事業 所の 営 業日 及 び営 業時 間 は 、次 の と お りと す る 。  

（１ ）営業日  月 曜 日か ら 土曜 日 と す る 。  

（２ ）営業時 間   午 前８時 ３ ０分か ら 午 後５ 時 ３ ０分と す る 。  

 

 



 （ 指定居宅 介護 支 援の 提供方 法 、内 容 及 び 利 用料 そ の他 必 要 な額 ）  

第５ 条  事業 所の 行 う指 定 居宅 介護 支 援 の内 容 は 次 のと お り と し、介 護 支援専 門 員

がそ の提供に 当た る 。指 定居宅 介 護支 援 を 提 供 した 場 合の 利 用 料の 額 は 、厚 生 労 働

大臣 が定める 基準 に よる ものと す る。  

（１ ）  要介 護者等の 依頼 を 受けて 、そ の 心身の 状 況 、置 か れ て いる 環 境、本人及

び家 族の希望 等を 勘 案し 、利用 す る指 定 居 宅 サ －ビ ス 等の 種 類 及び 内 容 、担 当 す る

者等 を定めた 居宅 サ －ビ ス計画 を 作成 す る 。  

（２ ）  居宅 サ－ビス 計 画 に基づ く サ－ ビ ス の 提供が 確保 さ れ るよ う 、指定 居 宅サ

－ビ ス提供事 業者 そ の他 との連 絡 調整 等 を 行 う 。  

（３ ）  当該 要介護者 等 が 介護保 険 施設 へ の 入 所を要 する 場 合 は、介 護 保険 施 設へ

の紹 介その便 宜の 提 供を 行う。  

（４ ）  その 他居宅サ －ビ ス計画 の 達 成 に 必要 な事項 。  

（ ５ ）  地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー か ら の 委 託 に よ り 居 宅 介 護 支 援 事 業 の 提 供 を 行 う 。 

  ２  介護支援 専 門 員は、通 常事 業 所の 相 談室に お い て利 用 者 の相談 を 受け る も の

とす る。  

  ３  介護支援 専 門 員は、介護 サ － ビ ス 計画 の作成 に 当 た っ て は 、居 宅 サ － ビス 計

画ガ イドライ ン方 式 等に 基づく 課 題分 析 票 を 用 いて 行 うも の と する 。  

  ４  介護支 援専 門 員は 、介護 サ －ビ ス 計 画 の 原案 に位 置 づ けた サ －ビス に つ い て

の調 整等を図 るた め 、通 常事業 所 会議 室 に 、 当 該サ － ビス の 担 当者 を 招 集し て サ －

ビス 担当者会 議を 開 催す るもの と する 。  

  ５  介護支援 専 門 員は、第１ 項 各 号 に 規定 する指 定 居 宅 介 護 支 援を行 う 。１月 に

１度 以上利用 者を 訪 問す るもの と する 。  

  ６   指 定 居 宅 介 護 支 援 の 利 用 料 の 額 は 、 厚 生 労 働 大 臣 の 定 め る 告 示 上 の 額 と し 、

当該 指定居宅 支援 が 法定 代理受 領 サ－ ビ ス で あ ると き は利 用 料 を徴 し な い。  

  ７  次条の 通常 の 事業 の 実施 地域（茂 木町 、市 貝町 、益 子 町）を 越 えて 行 う指 定

居宅 介護支援 に要 し た経 費は、 そ の実 費 を 徴 収 する 。 なお 、 自 動車 を 使 用し た 場 合

の交 通費は、 次の 額 を徴 収する 。  

（１ ）実施地 域以 外 の地 域 から 、 片 道 お おむ ね １０ キ ロ メ － ト ル 未満  ２ ００ 円  

（２ ）実施地 域以 外 の地 域 から 、 片 道 お おむ ね １０ キ ロ メ － ト ル 以上  ３ ００ 円  

  ８  前項の 費用 の 支払 を 受け る場 合 に は、利 用者又 はそ の 家族に 対 して 事 前 に 文

書で 説明した 上で、支 払 いに 同意 する 文 書 に 署 名（ 記 名 押印 ）を 受 けるも の とする 。  

 

 （ 通常の事 業の 実 施地 域）  

第６ 条  通常 の事 業 の実 施 地域 は、 茂 木 町、 市 貝 町 、益 子 町 と する。  

 （ その他運 営に つ いて の留意 事 項）  

 

第７ 条  事業 所は 、 介護 支 援専 門員 等 の 質的 向 上 を 図る た め の 研修の 機 会を次 の と

おり 設けるも のと す る。  

 （ １）  採用 時研修     採用後 ３ 月 以内  



 （ ２）  継続 研修      年６回  

  ２  従業者 は業 務 上知 り 得た 利用 者 又 はそ の 家 族 の秘密 を 保 持す る 。  

  ３  従業者 であ っ た者 に 、業 務 上知 り 得 た 利 用者 又は そ の 家族 の 秘密を 保 持 さ せ

るた め、従業 者で な くな った後 に おい て も こ れ らの 秘 密を 保 持 する べ き 旨を 、 従 業

者と の雇用契 約の 内 容と する。  

  ４  この規 程に 定 める 事 項の 他、運 営 に 関 す る重 要事 項 は 社会 福 祉法人 茂 木 福 寿

会と 事業所の 管理 者 との 協議に 基 づい て 定 め る もの と する 。  

 

第８ 条  （サ ービ ス の利 用 に関 する 留 意 事項 、 ハ ラ スメ ン ト 処 理およ び カスタ ー マ

ー ハ ラス メン トの 対 応 に つい て ）  

（１ ）  ご 家 族 等 から の ハ ラ ス メ ン ト に 適 切 に 対 応 す る た め に 必 要 な 措 置 を 講 じま す 。 

（２） 事業所は、利用者またはその家族からの言動のうち、社会通念上相当な範囲を超える要求又

は言動により、従業者の就業環境を害するおそれのある行為（以下「カスタマーハラスメン

ト」という。）について、従業者の安全及び尊厳を確保し、適切な介護サービスを継続的に

提供するため、組織として必要な対応を行うものとする。 
    前項に定めるカスタマーハラスメントには、次に掲げる行為を含むものとする。 
    ただし、これらに限られるものではない。 

・そもそも介護サービスとは全く関係のない要求 
・契約している内容やサービスを著しく超える要求 
・不当な損害賠償請求 
・身体的な攻撃（暴行、物を投げる、唾を吐く、障害、刃物を向けるなど） 
・精神的な攻撃（脅迫、誹謗中傷、名誉棄損、侮辱、暴言、土下座の強要等） 
・威圧的な言動（声を荒げる、怒鳴り散らす、睨むなど） 
・継続的、執拗な言動（長時間、必要以上に厳しい叱責を繰り返すなど） 
・差別的な言動（人種、宗教、嗜好、容姿等に侮辱的な言動をするなど） 
・職員への性的な言動（つきまとい行為、わいせつな言動、身体をさわる、手を握るなど） 
・職員個人への攻撃やいやがらせ行為（個人情報を執拗に聞く、個人の顔や名前などをＳ

ＮＳ等に投稿するなど） 
（３）事業所は、従業者が安心して相談できる相談体制を整備し、職員研修や対応マ二ュアルを

整備して、必要に応じて法人本部、関係機関等と連携しながら対応するものとする。 
（４） 事業所は、カスタマーハラスメントが発生した場合、複数名による対応、事実関係の記録、

管理者への報告等を行い、状況に応じて適切な対応を講ずるものとする。 
（５）カスタマーハラスメントが継続し、又は著しく悪質であると認められる場合には、サービス

の提供方法の見直しその他必要な措置について、ご利用者又はその家族等と協議を行うこと

がある。 

 

第９ 条  （ BCP（事業 継続 計 画）策 定に つ い て ）  

（１ ）業務 継続計 画（ BCP）の 策定等 に あ た って、感染症 や 災害 が 発 生した 場 合でも 、

利用 者が継 続 して 、 指定 居宅 介 護支援 の 提供 を 受 け られる よ う 、業 務 継 続計画

を策 定する と とも に 、そ の計 画 に従い 必 要な 研 修 等 を実施 す る もの と す る。  

 

第１ ０条  （ 感染 症 対策 ）  

（１ ）感染対 策委 員 会の 開催及 び 感染 症 及 び ま ん延 防 止の た め の研 修 、 研修 の 実 施  

（２ ）感染防 止及 び まん 延防止 の ため の 指 針 の 整備  

（３ ）感染防 止に 関 する 担当者 の 選任  



 

第１ １条（高 齢者 虐 待防 止及び 身 体拘 束 の 適 正 化）  

（１ ）  虐待 を受けた と思 わ れる 利 用者 を 発見 し た 場 合 は、 速や か に 市 町 村 に通 報す

るも のとする 。  

（２ ）  虐待 防止に関 する 担 当者 を 選任  

（３ ）  身体 拘束等の 適正 化 のた め の指 針 の整 備 、 研 修 の実 施  

 附 則  

   この規 程は 、 平成 １ １年 １０ 月 １ 日よ り 施 行 する 。  

   この規 程は 、 平成 １ ２年  ４月 １ 日 よ り 施行 す る。  

   第５条 １項 に つい て は、 １６ 年  ４月 １ 日 よ り施 行 す る 。  

      第５ 条７項（ １） （２）に つ い て は、 平成１ ７ 年 ４ 月 １ 日 より一 部 訂正 す る 。 

   第５条 １項 （ ５） に つい ては 、 平 成１ ８ 年 ４ 月１ 日 よ り 施行す る 。  

   第４条 （２ ） につ い ては 、平 成 ２ ７年 ４ 月 １ 日よ り 一 部 訂正す る 。  

   第３条 （２ ） につ い ては 、令 和 ６ 年４ 月 １ 日 より 一 部 訂 正する 。  

 第 ８ 条（ １ ）に つ い ては、令 和 ６年 ４ 月 １日よ り 施 行す る 。  

 第９条（ １）に つ い て は、 令和 ６年 ４ 月 １ 日 よ り施行 す る 。  

 第 １ ０条（１ ）、（２ ）、（３ ）に つい ては 、令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 より 施 行 する 。  

 第 １ １条（１ ）、（２ ）、（３ ）に つい ては 、令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 より 施 行 する 。  

 第 ４ 条（ ２ ）に つ い ては、令 和 ６年 ８ 月 １日よ り 一 部訂 正 す る。  

   第８条 （２ ） ，（ ３ ）、 （４ ） 、 （５ ） に つ いて は 令 和 ８年１ ０ 月１日 よ り

施行 する。  


